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第1章 

本調査研究の背景・目的及び手法 
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1. 背景・目的  

1-1 本調査研究事業の背景  

我が国では、保育施設の施設数・利用者数の増加を受け、認可外保育施設を含めた保育

所等の質の確保・向上が喫緊な課題となっている。そこで、厚生労働省及びこども家庭庁

では、保育園及び認可外保育施設等の質の確保・向上を目的として、「保育園等の質の確

保・向上のための取組強化事業（旧：保育所の事故防止の取組強化事業）」が行われてき

た。これにより、研修事業や巡回指導事業などの費用の一部が補助され一定の成果を上げ

ている。 

幼児教育・保育の無償化は、認可保育園・幼稚園・認定こども園のほか、都道府県に届

出し、国が定める基準を満たす施設のみ、認可外保育施設を利用する児童も対象とされて

いる。この基準は、５年間の猶予期間が設けられているが、その期間は令和６年９月末ま

でとなっており、適切かつ円滑な立入調査を自治体が行うことが求められている。しか

し、令和３年度認可外保育施設に係る現況調査では、全体で実施済みの施設は半数程度に

とどまり、かつ自治体により立入調査の実施状況にばらつきが生じている。 

令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究「認可外保育施設に対する指導監督の質の

向上等に関する調査研究」において、都道府県によって市区町村への指導監督権限の移管

状況や基準の取扱いに差が生じていることがわかっており、各自治体において、統一的な

取扱いができていないのが現状である。 

猶予期間終了後に証明書の発行ができないために無償化の対象外となる施設を少なくす

るためには、自治体が立入調査を実施する機会が多くなるよう、指導監督基準の理解を促

進し、専門的な視点で立入調査をできる人材を増やすことや、円滑な立入調査の実施のた

め、全国において統一的な取扱いにより監査が行われることが喫緊の課題である。 

 

1-2 本調査研究事業の目的  

上述のとおり、認可外保育施設の質の向上を図るためには、その指導監督を担当する都

道府県等の職員の業務負担軽減を図ることが重要な課題であるところ、各都道府県等にお

いて、認可外保育施設に対する指導監督がどのように行われているかといった情報は、必

ずしも十分に地方公共団体間で共有されている状況にはないと考えられることから、各都

道府県等が有する指導監督に関するノウハウ等を横展開するための方策を講ずることが求

められている。 

本調査研究では、令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に

対する指導監督の質の向上等に関する調査研究」において作成された事例集及び Q&A 集

について、より現場で活用しやすい内容とする観点から見直すことを目的に実施した。 



4 

 

2. 調査手法  

2-1 調査手法  

（１） 自治体アンケートの実施 

全国の都道府県・政令市・中核市・児童相談所設置市（特別区を含む）の認可外保育施設

所管部署を対象に、認可外保育施設の現況の把握及び指導監督における課題の把握を目的

として、「認可外保育施設に対する指導監督の実施における標準化に向けた調査研究アンケ

ート調査」を実施した。本アンケートでは、例年こども家庭庁にて実施している「認可外保

育施設の現況調査」の内容を含んだものとした。 

調査実施に当たっては、まずは調査票の設計を行った。調査設計に際しては、指導監督基

準等の項目ごとに解釈に迷う項目を把握するとともに、令和３年度に作成された Q&A 集及

び事例集の認知度及び改訂すべき点を調査できるよう設計した。 

つづいて、アンケート調査票の確定後、都道府県、政令市、中核市、児童相談所設置市に

対してこども家庭庁よりメールにて送付した。 

調査期間は、令和 5（2023）年 12 月 26 日から令和 6（2024）年 1 月 31 日とした。 

ここに、調査にご協力いただいた自治体のご担当者に御礼を申し上げたい。 

 

（２） ヒアリング調査 

認可外保育施設の施設数や過去の現況調査における立入調査の実施率などをもとに、認

可外保育施設の指導監督において課題を抱えていると考えられる自治体を抽出し、こども

家庭庁成育局保育政策課認可外保育施設室と協議の上で、ヒアリング先を選定した。対象を

選定した後、令和 6（2024）年 3 月にヒアリング調査を実施した。 

 

（３） Q&A 集の作成に資する情報の整理 

アンケート調査の結果及び令和 5 年度にこども家庭庁にて対応した疑義照会に基づき、

自治体において疑問の生じやすい項目を取りまとめ、令和 3 年度に作成した Q&A 集に項目

を追加し、改定した。 
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第2章 

アンケート調査 
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1. アンケート調査手法  

1-1 アンケート調査の概要  

（１） 調査対象 

全国のすべての都道府県・政令市・中核市・児童相談所設置自治体の計 136 客体を対象

として実施した。 

（２） 調査方法 

エクセルシートを用いて調査票を作成し、こども家庭庁より直接メールにて調査票を送

信した。その後、回答済みエクセルシートをメールにて回収した。回収した調査票を事務局

にて精査し、未回答及び矛盾回答が生じている自治体に対しては、個別で疑義照会を行い、

回答内容の確認を取ったうえで、集計を行った。 

（３） 調査期間 

令和 5（2023）年 12 月 26 日から令和 6（2024）年 1 月 31 日にかけて実施した。ただ

し、現況調査の性質上、すべての調査対象自治体から回収する必要があるため、調査期間終

了後も継続して問合せ・回収を行った。 

なお、報告書作成時点で、２自治体からの回答がなかったため、件数には反映されていな

い。 

（４） 調査内容 

認可外保育施設の現況調査に係る設問として、認可外保育施設の施設数・利用児童数・届

出対象施設の変動状況・評価基準適合状況・指導状況・改善状況及び廃止状況・居宅訪問型

保育事業に係る保育従業者について把握した。 

また、「認可外保育施設の指導監督の指針」及び「認可外保育施設指導監督基準」の運用

の課題を把握するため、それぞれの記載項目に沿って、解釈に迷う項目及びその内容を調査

した。くわえて、令和 3 年度に作成された事例集及び Q&A 週の活用状況や指導監督実施上

の課題を調査した。 

なお、現況調査に係る設問については、各自治体の回答の再確認による数値確定後に公表

されるため、ここでは報告対象外とした。 

（５） 有効回答数及び有効回答率 

 対象自治体数：136 

 有効回答自治体数：134（令和 6 年 3 月 31 日時点） 

 有効回答率：98.5% 

 

（参考：令和 3 年度実施アンケートの有効回答数及び有効回答率） 

 対象自治体数：1,794 
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 有効回答自治体数：730 

 有効回答率：40.7% 

※令和 3 年度調査では、全都道府県及び市区町村を対象として実施したが、令和 5 年度調

査では都道府県・政令市・中核市・児童相談所設置自治体のみを対象としているため、対象

自治体数が少なくなっている。 
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2. 自治体向けアンケート調査結果  

2-1 調査結果  

（１）  「認可外保育施設の指導監督の指針」の解釈に迷う項目 

 「認可外保育施設の指導監督の指針」の運用について、同指針の解釈に迷った経験の有無

を尋ねたところ、回答のあった 131 自治体のうち、38.2%にあたる 50 自治体が「ある」と

回答した。なお、調査票の提出はあったものの、以下のアンケートについての回答がなかっ

た自治体があるため、全体の有効回答数と各設問の n 数に差が生じている。 

 

図表 １ 「認可外保育施設の指導監督の指針」の解釈に迷った経験の有無（単数回答・n=１２８） 

 

 

「認可外保育施設の指導監督の指針」の項目に沿って、解釈に迷うことのある項目を尋ね

たところ、「第 1 総則」内の「2 この指針の対象となる施設」について解釈に迷うと回答し

た自治体が最も多く、40.0%が回答した。同じ「第 1 総則」内の「4 認可外保育施設の把

握」が 36.0%で次に多い結果となった。また「第 2 通常の指導監督」内の「3 立入調査 （1）

立入調査の対象」も同様に 2 番目に多く、36.0%の自治体が回答した。令和 3 年度調査と比

較すると、上位にある項目の顔ぶれは変わらず、多くの自治体が解釈に迷いやすい項目は大

きく変わっていないことが分かる。 

  

38.2% 61.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=131

認可外保育施設の指導監督の指針の記載の解釈に迷ったことの有無

1. ある 2. ない
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図表 ２「認可外保育施設の指導監督の指針」にて解釈に迷う項目（複数回答・n=50） 

 

  

# 回答数 回答率

1 1 1 2.0%

2 2 20 40.0%

3 3 4 8.0%

4 (1) 認可外保育施設の把握 4 8.0%

5 (2)
認可外保育施設の設置予定者等に対する

事前指導
18 36.0%

6 (3)
届出懈怠施設及び虚偽の届出をした認可

外保育施設への措置
2 4.0%

7 (4) 市区町村に対する届出事項の通知 0 0.0%

8 1 1 2.0%

9 (1) 運営状況報告の対象 8 16.0%

10 (2) 運営状況報告がない場合の取扱い 5 10.0%

11 (3) 特別の報告徴収の対象 0 0.0%

12 (1) 立入調査の対象 18 36.0%

13 (2) 立入調査の手順 6 12.0%

14 1 1 2.0%

15 (1) 改善指導の対象 2 4.0%

16 (2) 改善指導の手順 1 2.0%

17 (1) 改善勧告の対象 1 2.0%

18 (2) 改善勧告の手順 1 2.0%

19 (3) 利用者に対する周知及び公表 0 0.0%

20 (1) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の対象 2 4.0%

21 (2) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の手順 0 0.0%

22 (3) 自治体間の情報提供及び公表 1 2.0%

23 (1) 緊急時の手順 0 0.0%

24 (2) 緊急時の改善勧告 1 2.0%

25 (3) 緊急時の事業停止命令又は施設閉鎖命令 0 0.0%

26 1 0 0.0%

27 2 2 4.0%

28 1 0 0.0%

29 2 0 0.0%
第7 雑則

記録の整備 p.21

厚生労働省への報告 p.21

第6 情報提供
市区町村等に対する情報提供 p.20

一般への情報提供 p.20～21

第5 緊急時の対応

p.19

p.19～20

p.20

p.15

p.15

p.10

3 立入調査
p.10～12

p.12～14

第4 事業停止命令又は施設閉鎖の対象

p.16～17

p.17～18

p.18～19

3 改善勧告

p.15～16

p.16

p.16

第3

問題を有すると

認められる場合

の指導監督

通則 p.14～15

2 改善指導

4 認可外保育施設の把握

p.3～4

p.4～6

p.6～7

p.7

第2 通常の指導監督

通則 p.7

2 報告徴収

p.7～10

p.10

質問５(2)

n=50

この指針の対象となる施設 p.2～3

指導監督の事項及び方法 p.3

章 節 項 該当ページ番号

第1 総則

この指針の目的及び趣旨 p.2
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図表 ３ （参考）令和 3 年度調査での「認可外保育施設の指導監督の指針」にて解釈に迷う項目

（複数回答・n=61） 

 

（２）   「認可外保育施設指導監督基準」の解釈に迷う項目 

 次に、「認可外保育施設指導監督基準」の運用について、同指針の解釈に迷った経験の有

無を尋ねたところ、回答のあった 125 自治体のうち、68.0%にあたる 85 自治体が「ある」

と回答した。令和 3 年度調査で 40.4%であったことと比較すると 27.3pt 上昇している。 

 

図表 ４ 「認可外保育施設指導監督基準」にて解釈に迷った経験の有無（単数回答・n=125） 

 

  

# 実数 割合

1 1 3 4.9%

2 2 27 44.3%

3 3 6 9.8%

4 4 33 54.1%

5 1 1 1.6%

6 (1) 運営状況報告の対象 8 13.1%

7 (2)
運営状況報告がない

場合の取扱い
8 13.1%

8 (3)
特別の報告徴収の対

象
1 1.6%

9 (1) 立入調査の対象 19 31.1%

10 (2) 立入調査の手順 5 8.2%

11 1 0 0.0%

12 (1) 改善指導の対象 1 1.6%

13 (2) 改善指導の手順 4 6.6%

14 (1) 改善勧告の対象 6 9.8%

15 (2) 改善勧告の手順 3 4.9%

16 (3)
利用者に対する周知

及び公表
2 3.3%

17 (1)
事業停止命令又は施

設閉鎖命令の対象
2 3.3%

18 (2)
事業停止命令又は施

設閉鎖命令の手順
0 0.0%

19 (3) 公表 1 1.6%

20 (1) 緊急時の手順 0 0.0%

21 (2) 緊急時の改善勧告 1 1.6%

22 (3)
緊急時の事業停止命

令又は施設閉鎖命令
0 0.0%

23 第6 2 3.3%

24 第7 1 1.6%

(n=61)

項

第1 総則

この指針の目的及び趣旨

この指針の対象となる施設

指導監督の事項及び方法

認可外保育施設の把握

章 節

報告徴収

3 立入調査

第3 問題を有すると認められる場合の指導監督

通則

2 改善指導

3 改善勧告

第2 通常の指導監督

通則

2

事業停止命令又は施設閉鎖の対象

第5 緊急時の対応

情報提供

雑則

第4

68.0% 32.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=125

認可外保育施設指導監督基準の記載の解釈に迷ったことの有無

1. ある 2. ない
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図表 ５ （参考）令和 3 年度調査での「認可外保育施設指導監督基準」にて解釈に迷った経験の

有無（単数回答・n=260） 

  

 

 「認可外保育施設指導監督基準」の項目に沿って、解釈に迷うことのある項目を尋ねたと

ころ、「第 1 保育に従事する者の数及び資格」内の「(1) 保育に従事する者の数」について

解釈に迷うと回答した自治体が最も多く、45.9%が回答した。続いて、「第 7 健康管理・安

全確保」内の「(3) 児童の健康診断」が多く 37.6%、3 番目に多いのが「第 5 保育内容」内

の「(1) 保育の内容」で 23.5%であった。 

 令和 3 年度調査での結果と比較すると、上位 2 項目は結果に大きな差がなく、いまだ多

くの自治体において解釈が難しい場面があると考えられる。 

 

40.4% 59.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=260

1. ある 2. ない
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図表 ６ 「認可外保育施設指導監督基準」にて解釈に迷う項目（複数回答・n=125） 

 

  

# 回答数 回答率

1 (1) 保育に従事する者の数 39 45.9%

2 (2) 有資格者の人数 13 15.3%

3 (1) 保育することができる乳幼児の数 9 10.6%

4 (2) 保育に従事する者 5 5.9%

5 3 1 1.2%

6 4 2 2.4%

7 (1) 保育室等の設置 5 5.9%

8 (2) 保育室の面積 4 4.7%

9 (3) 乳児の保育場所の区画 2 2.4%

10 (1) 保育室等の設置 3 3.5%

11 (2)
法第６条の３第11項に規定する業務を目

的とする施設
0 0.0%

12 (1) 保育室の安全確保 13 15.3%

13 (2) 手洗設備 10 11.8%

14 (1)
消火用具、非常口その他非常災害に必要

な設備
14 16.5%

15 (2)
非常災害に対する具体的計画、定期的訓

練の実施
12 14.1%

16 2 1 1.2%

17 (1) 保育室を2階に設ける建物 13 15.3%

18 (2) 保育室を3階に設ける建物 9 10.6%

19 (3) 保育室を4階以上に設ける建物 9 10.6%

20 (1) 保育の内容 20 23.5%

21 (2) 保育従事者の保育姿勢等 8 9.4%

22 (3) 保護者との連絡等 2 2.4%

23 (1) 衛生管理の状況 12 14.1%

24 (2) 食事内容等の状況 7 8.2%

25 (1) 児童の健康状態の観察 2 2.4%

26 (2) 児童の発育チェック 7 8.2%

27 (3) 児童の健康診断 32 37.6%

28 (4) 職員の健康診断 12 14.1%

29 (5) 医薬品等の整備 13 15.3%

30 (6) 感染症への対応 4 4.7%

31 (7) 乳幼児突然死症候群に対する注意 13 15.3%

32 (8) 安全確保 18 21.2%

33 (1) サービス内容の掲示 15 17.6%

34 (2) 書面等交付 10 11.8%

35 (2) 契約内容等の説明 3 3.5%

36 第9 13 15.3%

質問６(2)回答数

第8 利用者への情報提供

p.39～40

p.40

p.41

備える帳簿等 p.41

p.37

p.37

p.37～38

第7 健康管理・安全確保

p.36

p.36

p.36

p.36～37

p.38～39

第6 給食
p.35

p.35

第5 保育内容

p.31～33

p.33～34

p.34～35

第4 保育室を２階以上に設ける場合の条件

p.27～28

p.28～30

p.30～31

第3
非常災害に対す

る措置

1

法第６条の３第11項に規

定する業務を目的とする

施設以外の施設

p.26

p.26

法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設 p.27

第2

保育室等の構

造、設備及び面

積

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.25

p.25

3 共通事項
p.26

p.26

p.25

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

p.25

p.25

p.23

p.24

保育士の名称について p.24～25

第1
保育に従事する

者の数及び資格

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.22～23

p.23

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

国家戦略特別区域限定保育士 p.25

章 節 項 該当ページ番号

n=85
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図表 ７ （参考）令和 3 年度調査「認可外保育施設指導監督基準」にて解釈に迷う項目（複数回

答・n=105） 

 

 

  

# 実数 割合

1 (1) 保育に従事する者の数 48 45.7%

2 (2) 有資格者の人数 30 28.6%

3 (1)
保育することができる乳

幼児の数
17 16.2%

4 (2) 保育に従事する者 13 12.4%

5 3 1 1.0%

6 4 2 1.9%

7 1 18 17.1%

8 2 14 13.3%

9 3 22 21.0%

10 (1)
消火用具、非常口その他

非常災害に必要な設備
12 11.4%

11 (2)
非常災害に対する具体的

計画、定期的訓練の実施
11 10.5%

12 2 4 3.8%

13 第4 26 24.8%

14 (1) 保育の内容 28 26.7%

15 (2) 保育従事者の保育姿勢等 11 10.5%

16 (3) 保護者との連絡等 4 3.8%

17 (1) 衛生管理の状況 18 17.1%

18 (2) 食事内容等の状況 14 13.3%

19 (1) 児童の健康状態の観察 1 1.0%

20 (2) 児童の発育チェック 8 7.6%

21 (3) 児童の健康診断 47 44.8%

22 (4) 職員の健康診断 31 29.5%

23 (5) 医薬品等の整備 7 6.7%

24 (6) 感染症への対応 4 3.8%

25 (7)
乳幼児突然死症候群に対

する注意
21 20.0%

26 (8) 安全確保 25 23.8%

27 第8 27 25.7%

28 第9 16 15.2%

利用者への情報提供

備える帳簿等

第5 保育内容

第6 給食

第7 健康管理・安全確保

第3 非常災害に対する措置
1

法第６条の３第11項

に規定する業務を目

的とする施設以外の

施設

法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設

保育室を２階以上に設ける場合の条件

国家戦略特別区域限定保育士

第2
保育室等の構造、設備

及び面積

１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設

１日に保育する乳幼児の数が５人以下の施設

共通事項

章 節 項

第1
保育に従事する者の数

及び資格

1
１日に保育する乳幼

児の数が６人以上の

2

１日に保育する乳幼

児の数が５人以下の

施設

保育士の名称について
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（３） 認可外保育施設の指導監督実施上の課題 

 次に、認可外保育施設の指導監督実施上の課題について調査した。認可外保育施設の課題

として最多であったのは、「立入調査を実施する人員が不足している」「指導監督基準等に適

合するか否かの判断が明確でなく、判断に迷うことがある」の 2 つで、それぞれ 41.2%であ

った。 

 

図表 ８ 認可外保育施設の指導監督実施上の課題（n=129） 

 

 

 課題の具体的な内容を見ると、行政内の人員不足により全件立入調査の実施が難しいほ

か、保育の経験不足や人事異動により、適切な立入調査・指導が行えないことを課題として

挙げている自治体が多く存在する。また、指導監督基準の解釈が職員や自治体によって異な

ることで、施設に対して適切な指導を行えないという意見もあった。さらに、施設側のデジ

タル化の遅れや管理業務の不慣れを課題として指摘する意見もあった。 

 

  

42.0%

22.1%

11.5%

41.2%

29.0%

19.8%

19.8%

0% 20% 40% 60%

1. 立入調査を実施する人員が不足している

2. 施設数が多く、立入調査を実施できる施設が限られてしまう

3. 施設側の都合や意向で、立入調査を実施できない施設がある

4, 指導監督基準等に適合するか否かの判断が明確でなく、判断に迷うことが

ある

5. 不適合項目のある施設に対して適切な指導を実施することが困難である

6. その他

7. 特に課題はない

指導監督実施上の課題

n=129
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図表 ９ 課題の具体的な内容 

 

 

 

（４） 好取組事例集・Q&A 集の認知度 

 令和 3 年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督

の質の向上等に関する調査研究」にて作成された「好取組事例集」の認知度・活用度につ

いて、「本アンケートで初めて知った」と回答した自治体が最多の 35.6%であった。一方

で、「本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある」と回答した自

治体も 31.8%存在し、一定の活用がなされていることが分かった。 

 

図表 １０ 好取組事例集の認知度・活用状況（n=132） 

 

 

 また、「認可外保育施設への指導監督に対する Q&A 集」について、「本アンケートの以

前より読んでおり、事例を参考としたことがある」と回答した自治体が 62.9%と半数以上

内容 件数（重複あり）

兼務や認可保育や介護施設等、他調査もするため人的・時間的に厳しい 12

人によって判断のばらつきがでる・専門員が必要 12

施設数に応じた調査人員または時間の確保困難 16

施設側の理解・協力を得られない 11

施設の体制・設備等が不十分で調査の実施が困難 3

調査時以外の普段の実態を確認することが難しい（口頭か書面でしか確認できない） 3

届出が義務付けられていない施設について指導することは、法的根拠がないため困難 1

外国人運営施設や外国人児童の多い施設において相互理解が難しい（言語・文化の違い） 9

判断基準が曖昧、解釈が違う、迷う（ケースバイケースの時など） 19

一時預かりのみ等の場合の取り扱いが難しい 4

児童育成協会が実施する監査と内容に違いがある、または重複しているので必要性を感じない 3

建物の構造や施設の規模等でそもそも遵守や改善が難しい 8

居宅訪問型の適合判断、指導等が難しい 4

不適合施設に対する指導体制が不十分 3

無償化との関係により証明書の不交付・返還請求が難しい 5

施設の特性上、指導監督基準と合致しない施設への指導が難しい 5

35.6% 9.1% 23.5% 31.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=132

好取組事例集の認知度

1. 本アンケートで初めて知った

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある



16 

 

を占めた。前述の好取組事例集の約 2 倍であり、指導監督の指針及び指導監督基準の解釈

に迷った際に活用されていることが推察される。一方で、「本アンケートで初めて知っ

た」と回答した自治体も 25.0%と 1/4 存在しており、すべての自治体に十分に情報が行き

届いていない可能性も示唆された。 

 

図表 １１ Q&A 集の認知度（n=132） 

 

  

25.0% 4.5% 7.6% 62.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=132

Q＆A集の認知度

1. 本アンケートで初めて知った

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある
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図表 １２ Q&A に掲載してほしい内容  

 

 

認可外保育施設指導監督の指針に関する内容

具体的な認可外保育施設の届出対象施設の整理を行って欲しい。

同一施設における、保育としての預かりと習い事との切り分けの可否や具体的判断基準について記載してほしい。

施設を持たない保育施設〔野外で活動（保育）をする施設〕に対する立入調査の調査方法について記載してほしい。（同内容3件）

就学児童のみの預かりを実施している施設において遵守すべき項目を明記してほしい。（同内容2件）

同法人が運営する認可外保育施設と認可保育所等が同建物内に併設されている場合に、両施設の乳幼児を一緒に保育することが認め

られるか記載してほしい。

企業主導型施設については、児童育成協会及び都道府県（中核市）のいずれが指導監督を実施するのか記載してほしい。

新規に開設して施設に対し、基準を満たしていると確認できる時期について自治体による差が大きいと感じるが、どの程度の実績を

求めるべきか記載してほしい。

運営状況の報告がなく、廃止や休止の届出もなく、連絡が取れなくなった施設に対する対応について、具体策があれば示してほし

い。（同内容3件）

改善勧告を実施する前の複数回にわたる指導（文書指導等を含む）の実施方法について記載してほしい。

文書指導又は口頭指導した後、指導監督基準を満たすために必要な改善について、改善を確認するまで必要な期間の目安を記載して

ほしい。

すぐに改善結果が確認できないような項目（例：年２回の健康診断の実施の不備等）に対する、実施状況の確認方法やフォローアッ

プの方法について記載してほしい。

認可外保育施設指導監督基準に関する内容

「１日に保育する乳幼児の数が６人以上19 人以下」というのは定員なのか日常的な利用者数なのか、解釈を明記してほしい。

「１日に保育する乳幼児の数が６人以上19人以下の施設において，複数の乳児を保育する時間帯を除き，保育従事者が１人となる時

間帯を必要最小限とすることで，保育従事者の複数配置の基準を適用しないことができる」と規定しているが，必要最小限の範囲に

ついて具体的に教えてほしい。

外国人が運営する施設での日本の保育士資格を持つ職員の確保について記載してほしい。

年齢に応じた玩具・絵本の基準があれば記載してほしい。

夜間保育所における人員配置（一人の保育従事者が働いてもよい時間等）について、経営者が長時間労働で保育して基準を満たして

いる場合に、適正な人員配置がされていると判断してよいのか記載してほしい。

利用児童がいない日及び時間帯の保育従事者の配置についての考え方を記載してほしい。

児童の健康診断（入所時及び年2回）の健診項目について取り上げてほしい。

安全計画、マニュアル等の作成時に求められる内容を記載してほしい。（同内容3件）

自動車を運行時の児童の所在を確実に把握できる方法の具体的な事例や基準を満たしている考えられる範囲を記載してほしい。

防災訓練等の実施に関する基準について、他の訓練と同時に実施することでもよいか記載してほしい。

安全確保のための各種設備（調理室の設置基準、消火用具の設置場所、避難経路等）について判断基準を具体的に記載してほしい。

（同内容3件）

第９の備える帳簿について、労働者名簿や、労働条件通知書がない場合の具体的な対応方法について記載してほしい。

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書に関する内容

「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付」に係る項目が既に取り上げられているが、より詳細な各手続きの流れや

期間、その根拠等について記載してほしい。（同内容7件）

その他

他市町村から質問の多い項目を年１回程度の頻度で追記・更新してほしい。
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第3章 

ヒアリング調査 

 

 



19 

 

1. 調査手法  

（１） 調査対象 

各自治体の認可外保育施設の指導監督担当者 

 

（２） 調査方法 

各自治体の認可外保育施設の指導・監督の担当者に対するヒアリング調査。 

 

（３） 調査期間 

令和 6（2024）年 3 月  

 

（４） 調査内容 

認可外保育施設の指導・監督について、各自治体の立入調査や指導の実施状況や工夫・ポ

イント等について調査した。また、指導・監督実施上の課題や施設からの照会事項で多いも

のについても把握した。 
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ヒアリング個票
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1. A 県  

■A県の基本情報 

図表 １３ A 県の基本情報 

総人口 1,469,169 人（2024 年 3 月 1 日現在） 

管内認可外保育施設数 346 

認可外保育施設への立入調

査実施率 

49.5% 

適合率 52.6% 

 

■A県における認可外保育施設に関する地域特性 

●認可外保育施設数の多さ 

A 県は、歴史的経緯から認可保育所の整備が遅れてきたこともあり、県の人口や人口密度

に鑑みると認可外保育施設の施設数が多い傾向にある。A 県では認可保育所や小規模保育

事業所への転換を促進する認可外移行事業を実施しており、令和 4 年度は 92 施設がいずれ

かに移行するなど、認可外保育施設は減少傾向にある。 

 

●外国人児童・施設の多さ 

県内に在日外国人が多いことから、外国人児童が多く利用する認可外保育施設が多い。ま

た、こうした施設では外国語を母語とする保育従事者も多く、ほとんどすべての職員が外国

語を母語とする施設も 20～30 施設程度存在する。 

 

■A 県における認可外保育施設の指導監督上の工夫 

〇外国人従事者の多い保育施設に対する指導 

●設置届・事前準備 

➢ 外国人従事者の多い保育施設では、日本語を理解できる運営者が所属していない場

合もあるが、A 県では、各種通知や案内等を英語に翻訳した資材を準備し、事前に送

付している 

➢ 翻訳に当たっては、県庁内の法令推進課に翻訳を依頼している 
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図表 １４ 立入調査「事前チェックシート」日本語版と英語版 
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●立入調査・口頭指導 

外国人従事者の多い保育施設の立入調査を実施する場合は、通訳を同行し、適切なコミュ

ニケーションを取れるようにしている。口頭指導時も同様に通訳が同行し、指導内容が確実

に伝わるよう工夫している。 

 

●書面指導 

 書面指導の際も事前準備時と同様に、翻訳した文書を添付して送付している。 

 

■指導監督実施上の課題 

●外国人従事者が多い施設への指導監督の課題 

外国人従事者が多い施設への指導監督を実施するために、通訳の配置や翻訳版の資材の

提供などの工夫を図っているが、日本語を母語とする人が日本語で読んでも理解や解釈の

難しい内容であり、翻訳版でも十分に理解されないことがある。 

また、外国人従事者は、海外の資格を持っていても、日本の保育士資格や看護師資格を有

していないことが多いため、有資格者の要件を充足することが難しい施設も少なくない。県

としても改善を促しているが、すぐに資格者を雇用し、要件を充足することは難しいため、

対応に苦慮している。 

さらに、職員の健康診断の実施など、海外では一般的ではない項目について、文化の違い

から不適合項目となってしまうことがある。指導により改善されるものの、数年間経過する

と再度不適合の状態に戻ってしまうこともある。 
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1. Q&A 集の作成に資する情報の整理  

1-1 Q&A 集作成に資する情報の整理の目的  

地方自治体においては、認可外保育施設に対する指導監督基準、及び指導監督指針をもと

に認可外保育施設への指導を実施している。しかしながら、実際の保育の現場では多種多様

な課題や問題が発生する可能性があり、指導を行う自治体職員が、監督基準及び指針の解釈

や適用に迷ってしまうケースも多いと考えられる。そこで、令和 3 年度子ども・子育て支援

推進調査研究事業において、Q&A 集を作成し、自治体に対して周知が図られたところであ

るが、令和 5 年度実施のアンケートにおいても、「認可外保育施設に対する立入調査や指導

等を実施する際に、記載の解釈に迷ったことはありますか。」という問いに対して、「認可外

保育施設の指導監督の指針」では「ある」が 38.0%、「認可外保育施設指導監督基準」に至

っては「ある」が 67.7%と半数を大きく上回る結果となった。Q&A 集の認知度・活用度か

ら活用自体は一定進んでいるといえるものの、項目が十分でなく、自治体の解釈に迷う点に

十分に応えきれていないと考えられる。 

このような課題を受けて、地方自治体がその判断に迷うケースを軽減するために指導監

督基準及び指針に係る Q&A 集の改訂案の作成を行った。 

 

1-2 Q&A 集の作成に資する情報の整理のプロセスと成果物  

情報の整理に当たっては、自治体アンケート結果に基づいた、判断に悩むポイントの抽出

を行ったところであり、以下の図表及び前項図表７、10 のとおり、情報を整理した。 

（１） 過去にこども家庭庁に寄せられた疑義照会の整理 

令和 3 年度に Q&A 集の検討材料を検討した時点以降に、こども家庭庁に自治体から寄せ

られた疑義照会の質問及び回答を精査した。その中で、重複した設問や個別性の高い設問等

を除いた 40 項目を新たに追加することとした。 

（２） 自治体を対象としたアンケート結果を踏まえた項目の選定 

前項にて記載した自治体アンケートの結果を以下に再掲する。まず、「認可外保育施設の

指導監督の指針」については、特に自治体が判断に迷いやすいポイントは「第 1 総則」内

の「2 この指針の対象となる施設」、「4 認可外保育施設の把握」、また、「第 2 通常の指導

監督」内の「3 立入調査（1）立入調査の対象」などであることが分かる。 
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（再掲）「認可外保育施設の指導監督の指針」にて解釈に迷う項目（複数回答・n=61）

 

 

続いて、「認可外保育施設指導監督基準」については、「第 1 保育に従事する者の数及び

資格」内の「(1) 保育に従事する者の数」、「第 7 健康管理・安全確保」内の「(3) 児童の健

康診断」などが特に解釈に悩むポイントであることが分かった。こうした項目の記載を重点

的に強化し、自治体が解釈に迷うことを防ぐよう心掛けた。 

 

※「認可外保育施設指導監督基準」の中で解釈に迷った箇所を具体的にお示しください。

# 回答数 回答率

1 (1) 保育に従事する者の数 39 46.4%

2 (2) 有資格者の人数 13 15.5%

3 (1) 保育することができる乳幼児の数 10 11.9%

4 (2) 保育に従事する者 5 6.0%

5 3 1 1.2%

6 4 2 2.4%

7 (1) 保育室等の設置 5 6.0%

8 (2) 保育室の面積 4 4.8%

9 (3) 乳児の保育場所の区画 2 2.4%

10 (1) 保育室等の設置 3 3.6%

11 (2)
法第６条の３第11項に規定する業務を目

的とする施設
0 0.0%

12 (1) 保育室の安全確保 12 14.3%

13 (2) 手洗設備 10 11.9%

14 (1)
消火用具、非常口その他非常災害に必要

な設備
14 16.7%

15 (2)
非常災害に対する具体的計画、定期的訓

練の実施
12 14.3%

16 2 1 1.2%

17 (1) 保育室を2階に設ける建物 14 16.7%

18 (2) 保育室を3階に設ける建物 8 9.5%

19 (3) 保育室を4階以上に設ける建物 8 9.5%

20 (1) 保育の内容 20 23.8%

21 (2) 保育従事者の保育姿勢等 8 9.5%

22 (3) 保護者との連絡等 2 2.4%

23 (1) 衛生管理の状況 11 13.1%

24 (2) 食事内容等の状況 6 7.1%

25 (1) 児童の健康状態の観察 2 2.4%

26 (2) 児童の発育チェック 7 8.3%

27 (3) 児童の健康診断 31 36.9%

28 (4) 職員の健康診断 12 14.3%

29 (5) 医薬品等の整備 14 16.7%

30 (6) 感染症への対応 5 6.0%

31 (7) 乳幼児突然死症候群に対する注意 14 16.7%

32 (8) 安全確保 19 22.6%

33 (1) サービス内容の掲示 14 16.7%

34 (2) 書面等交付 10 11.9%

35 (2) 契約内容等の説明 3 3.6%

36 第9 12 14.3%

質問６(2)回答数

第8 利用者への情報提供

p.39～40

p.40

p.41

備える帳簿等 p.41

p.37

p.37

p.37～38

第7 健康管理・安全確保

p.36

p.36

p.36

p.36～37

p.38～39

第6 給食
p.35

p.35

第5 保育内容

p.31～33

p.33～34

p.34～35

第4 保育室を２階以上に設ける場合の条件

p.27～28

p.28～30

p.30～31

第3
非常災害に対す

る措置

1

法第６条の３第11項に規

定する業務を目的とする

施設以外の施設

p.26

p.26

法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設 p.27

第2

保育室等の構

造、設備及び面

積

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.25

p.25

3 共通事項
p.26

p.26

p.25

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

p.25

p.25

p.23

p.24

保育士の名称について p.24～25

第1
保育に従事する

者の数及び資格

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.22～23

p.23

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

国家戦略特別区域限定保育士 p.25

章 節 項 該当ページ番号

n=84
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図表 １５ （再掲）「認可外保育施設指導監督基準」にて解釈に迷う項目（複数回答・n=84） 

 

 

（３） 令和 3 年度作成の Q&A 集の内容見直し 

令和 3 年度時点で作成した Q&A 集の内容について、指導監督に係る指針及び指導監督基

準の一部改訂により、質問・回答の記載の更新要否を確認した。内容面での大きな修正は生

じていない一方で、表題の変更や参考 URL の差し替えなど微修正を行い、より正確な記載

を試みた。 

 

 

 

※「認可外保育施設指導監督基準」の中で解釈に迷った箇所を具体的にお示しください。

# 回答数 回答率

1 (1) 保育に従事する者の数 39 46.4%

2 (2) 有資格者の人数 13 15.5%

3 (1) 保育することができる乳幼児の数 10 11.9%

4 (2) 保育に従事する者 5 6.0%

5 3 1 1.2%

6 4 2 2.4%

7 (1) 保育室等の設置 5 6.0%

8 (2) 保育室の面積 4 4.8%

9 (3) 乳児の保育場所の区画 2 2.4%

10 (1) 保育室等の設置 3 3.6%

11 (2)
法第６条の３第11項に規定する業務を目

的とする施設
0 0.0%

12 (1) 保育室の安全確保 12 14.3%

13 (2) 手洗設備 10 11.9%

14 (1)
消火用具、非常口その他非常災害に必要

な設備
14 16.7%

15 (2)
非常災害に対する具体的計画、定期的訓

練の実施
12 14.3%

16 2 1 1.2%

17 (1) 保育室を2階に設ける建物 14 16.7%

18 (2) 保育室を3階に設ける建物 8 9.5%

19 (3) 保育室を4階以上に設ける建物 8 9.5%

20 (1) 保育の内容 20 23.8%

21 (2) 保育従事者の保育姿勢等 8 9.5%

22 (3) 保護者との連絡等 2 2.4%

23 (1) 衛生管理の状況 11 13.1%

24 (2) 食事内容等の状況 6 7.1%

25 (1) 児童の健康状態の観察 2 2.4%

26 (2) 児童の発育チェック 7 8.3%

27 (3) 児童の健康診断 31 36.9%

28 (4) 職員の健康診断 12 14.3%

29 (5) 医薬品等の整備 14 16.7%

30 (6) 感染症への対応 5 6.0%

31 (7) 乳幼児突然死症候群に対する注意 14 16.7%

32 (8) 安全確保 19 22.6%

33 (1) サービス内容の掲示 14 16.7%

34 (2) 書面等交付 10 11.9%

35 (2) 契約内容等の説明 3 3.6%

36 第9 12 14.3%

質問６(2)回答数

第8 利用者への情報提供

p.39～40

p.40

p.41

備える帳簿等 p.41

p.37

p.37

p.37～38

第7 健康管理・安全確保

p.36

p.36

p.36

p.36～37

p.38～39

第6 給食
p.35

p.35

第5 保育内容

p.31～33

p.33～34

p.34～35

第4 保育室を２階以上に設ける場合の条件

p.27～28

p.28～30

p.30～31

第3
非常災害に対す

る措置

1

法第６条の３第11項に規

定する業務を目的とする

施設以外の施設

p.26

p.26

法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設 p.27

第2

保育室等の構

造、設備及び面

積

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.25

p.25

3 共通事項
p.26

p.26

p.25

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

p.25

p.25

p.23

p.24

保育士の名称について p.24～25

第1
保育に従事する

者の数及び資格

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.22～23

p.23

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

国家戦略特別区域限定保育士 p.25

章 節 項 該当ページ番号

n=84
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総  括  

 本調査研究では、地方自治体における認可外保育施設への指導の標準化を目的として、

地方自治体向けのアンケート調査により、実態を把握した上で、実際に指導を行う地方自

治体の職員向けの事例集及び Q&A 集の改訂に資する情報の整理を行った。 

認可外保育施設の立入調査において、7 割近くの自治体で認可外保育施設指導監督基準

の解釈に迷う経験を有していた。令和 3 年度調査時点では、同基準の解釈に迷うことがあ

ると回答した自治体が 4 割程度であった。調査対象が一部異なるため単純比較は困難であ

るが、27.6pt 増加している点は課題として認識すべき点と考えられる。令和 3 年度調査研

究において作成された Q&A 集の認知度は 75.0%にも上り、実際に参考にしたことがある

自治体が 62.8%存在するにもかかわらず、むしろ解釈に迷うことがある自治体が増えてい

るということは、Q&A 集の項目の不足が生じていたり、回答内容を読んでもなお解釈に

迷うということを示唆している。一方で、自治体が解釈を確認したいと感じる点に対し

て、明確な判断基準や回答を示すことが難しい場合もある。指導監督基準内には、施設の

実態に応じて適切に判断できるよう、解釈の幅を残している項目もあると考えられる。こ

うした項目に対して、適切に判断・指導を行うためには、指導監督にあたる人員の保育施

設や内容と指導監督基準や各種法令・通知への深い理解が求められる。 

しかしながら、アンケート調査からは、指導監督を担当する行政の深刻な人員不足の課

題も明らかとなった。指導監督実施上の課題として、「立入調査を実施する人員が不足し

ている」と回答したのは 42.0%、「施設数が多く、立入調査を実施できる施設が限られて

しまう」と回答したのが 22.1%であった。この２項目は深く関連づいており、人員が不足

しているがゆえに、すべての施設の立入調査を実施することができなかったり、逆に全件

立入調査を実施するため、人員不足が深刻となっていたりする。この点について、アンケ

ートにおいても、ヒアリングにおいても、単に立入調査等に当たる人員が不足しているだ

けでなく、他の業務との兼任や人事異動による経験年数の短さにより、保育施設の業務や

指導監督基準等への理解が不足している現状が指摘された。中には、認可外保育施設の立

入検査と他の社会福祉施設等の監査・立入調査を兼任している自治体もあり、保育特有の

事項について指導監督を実施することが難しいという意見もアンケートの中では上がって

いた。 

このように、認可外保育施設指導監督の指針や指導監督基準において判断に迷う場合が

あることについては、指針・基準そのものの解釈の難しさや曖昧な表現に対する判断の迷

いだけでなく、自治体職員の経験・知識不足による指導監督基準の読み解きの不慣れに起

因する場合もあると言える。 

こうした課題のうち、指導監督の指針や指導監督基準の解釈の迷いに対して、より多く

の項目に対応すべく、Q&A 集の改訂を行った。令和 3 年度調査研究以降に厚生労働省及

びこども家庭庁に寄せられた疑義照会及び回答を基にしながら、項目の大幅追加を図って
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いる。また、令和 5 年度に新たに項目として追加された安全計画について特に手厚く記載

するほか、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書交付要領」に対する疑義照

会についても取り上げることとした。無償化の経過措置の終了後は、認可外保育施設指導

監督基準を満たす旨の証明書の交付が、無償化可否に影響するため、子育て家庭の経済的

負担に直結する事項である。アンケートの中でも証明書交付の手順や条件について疑義が

集まるなど、多くの自治体において重要な関心事であると認識している。こうした項目の

追加により、認可外保育施設の指導監督の業務負荷軽減や確実な指導監督につながること

が期待される。 

さらに、好取組事例集について、アンケートの中で指摘の多かった事項の一つである、

外国人従事者が中心を占める施設における指導監督の工夫について追加を行った。在日外

国人の増加により、近年では児童・従事者ともに外国人がほとんどを占める認可外保育施

設が増加しているが、日本語を母語としない管理者の場合、円滑なコミュニケーションが

取れず、立入調査や指導が十分に行えない課題を多くの自治体で抱えている。事例では、

資料類について英語翻訳版を作成し、事前にチェックリスト等を送付することで、指導監

督基準やチェックリスト等の理解を進めるとともに、立入調査時には通訳を同席させて調

査を実施することを記載している。人員配置等の問題で、すべての自治体において通訳を

同行させることは難しくとも、翻訳ツールなどの使用も含め、確実に立入調査を実施でき

る体制を整備することが肝要と言える。 

今後は、作成した Q&A 集や好取組事例集の活用を促し、認可外保育施設の指導監督の

標準化を図っていくことが重要となる。特に Q&A 集は多くの自治体において活用されて

いる一方で、本アンケートの実施まで認知していなかった自治体も存在した。自治体にお

いては人事異動により、必ずしも情報が引き継がれているとは限らないこともある。定期

的な情報発信や Q&A 集・事例集の更新により、継続的な情報提供・発信を行うことで、

すべての自治体に必要な情報がいきわたると考えられる。 

本調査研究の成果が、各自治体の認可外保育施設の指導監督の標準化に資するととも

に、今後は指導監督の標準化や業務負担軽減への取組がより一層推進されていくことを祈

念して、結びとしたい。 
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参考資料① 

自治体向けアンケート調査単純集計
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質問 5. 「認可外保育施設の指導監督の指針」の運用についてお伺いします。お手元に「認可外保

育施設の指導監督の指針」をご準備の上、ご回答ください。 

(1) 認可外保育施設に対する立入調査や指導等を実施する際に、「認可外保育施設の指導監

督の指針」の記載の解釈に迷ったことはありますか。 

  実数 割合 

1. ある 49 38.0% 

2. ない 80 62.0% 

計 129 100% 

 

  

38.0% 62.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=129

認可外保育施設の指導監督の指針の記載の解釈に迷ったことの有無

1. ある 2. ない
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(2) 質問５(1)で「1. ある」を選択した方にお伺いします。 

認可外保育施設に対する立入調査や指導を実施する際に、「認可外保育施設の指導監督の指

針」内の項目の中で、解釈に迷うことがあった項目として当てはまるものすべてについて、

質問５(２)回答欄に「〇」をご記入ください。（複数回答） 

 

 

(3) 質問５(2)でご回答された各項目について、解釈に迷ったケースの内容や迷った観点に

ついて具体的にご記入ください。（自由記述） 

→省略 

 

質問 6. 「認可外保育施設指導監督基準」の運用についてお伺いします。 

(1) 認可外保育施設に対する立入調査や指導等を実施する際に、「認可外保育施設指導監督

基準」の記載の解釈に迷ったことはありますか。 

 

  実数 割合 

1. ある 84 67.7% 

2. ない 40 32.3% 

計 124 100% 

# 回答数 回答率

1 1 1 2.0%

2 2 19 38.8%

3 3 3 6.1%

4 (1) 認可外保育施設の把握 4 8.2%

5 (2)
認可外保育施設の設置予定者等に対する

事前指導
17 34.7%

6 (3)
届出懈怠施設及び虚偽の届出をした認可

外保育施設への措置
2 4.1%

7 (4) 市区町村に対する届出事項の通知 0 0.0%

8 1 0 0.0%

9 (1) 運営状況報告の対象 8 16.3%

10 (2) 運営状況報告がない場合の取扱い 5 10.2%

11 (3) 特別の報告徴収の対象 0 0.0%

12 (1) 立入調査の対象 17 34.7%

13 (2) 立入調査の手順 6 12.2%

14 1 1 2.0%

15 (1) 改善指導の対象 2 4.1%

16 (2) 改善指導の手順 1 2.0%

17 (1) 改善勧告の対象 1 2.0%

18 (2) 改善勧告の手順 1 2.0%

19 (3) 利用者に対する周知及び公表 0 0.0%

20 (1) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の対象 1 2.0%

21 (2) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の手順 0 0.0%

22 (3) 自治体間の情報提供及び公表 1 2.0%

23 (1) 緊急時の手順 0 0.0%

24 (2) 緊急時の改善勧告 1 2.0%

25 (3) 緊急時の事業停止命令又は施設閉鎖命令 0 0.0%

26 1 0 0.0%

27 2 2 4.1%

28 1 0 0.0%

29 2 0 0.0%
第7 雑則

記録の整備 p.21

厚生労働省への報告 p.21

第6 情報提供
市区町村等に対する情報提供 p.20

一般への情報提供 p.20～21

第5 緊急時の対応

p.19

p.19～20

p.20

p.15

p.15

p.10

3 立入調査
p.10～12

p.12～14

第4 事業停止命令又は施設閉鎖の対象

p.16～17

p.17～18

p.18～19

3 改善勧告

p.15～16

p.16

p.16

第3

問題を有すると

認められる場合

の指導監督

通則 p.14～15

2 改善指導

4 認可外保育施設の把握

p.3～4

p.4～6

p.6～7

p.7

第2 通常の指導監督

通則 p.7

2 報告徴収

p.7～10

p.10

質問５(2)

n=49

この指針の対象となる施設 p.2～3

指導監督の事項及び方法 p.3

章 節 項 該当ページ番号

第1 総則

この指針の目的及び趣旨 p.2
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(2) 認可外保育施設に対する立入調査や指導を実施する際に、「認可外保育施設指導監督基

準」内の項目の中で、判断に迷うことがあった項目として当てはまるものすべてについて、、

質問６(２)回答欄に「〇」をご記入ください。（複数回答） 

 

 

67.7% 32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=124

認可外保育施設指導監督基準の記載の解釈に迷ったことの有無

1. ある 2. ない

※「認可外保育施設指導監督基準」の中で解釈に迷った箇所を具体的にお示しください。

# 回答数 回答率

1 (1) 保育に従事する者の数 39 46.4%

2 (2) 有資格者の人数 13 15.5%

3 (1) 保育することができる乳幼児の数 10 11.9%

4 (2) 保育に従事する者 5 6.0%

5 3 1 1.2%

6 4 2 2.4%

7 (1) 保育室等の設置 5 6.0%

8 (2) 保育室の面積 4 4.8%

9 (3) 乳児の保育場所の区画 2 2.4%

10 (1) 保育室等の設置 3 3.6%

11 (2)
法第６条の３第11項に規定する業務を目

的とする施設
0 0.0%

12 (1) 保育室の安全確保 12 14.3%

13 (2) 手洗設備 10 11.9%

14 (1)
消火用具、非常口その他非常災害に必要

な設備
14 16.7%

15 (2)
非常災害に対する具体的計画、定期的訓

練の実施
12 14.3%

16 2 1 1.2%

17 (1) 保育室を2階に設ける建物 14 16.7%

18 (2) 保育室を3階に設ける建物 8 9.5%

19 (3) 保育室を4階以上に設ける建物 8 9.5%

20 (1) 保育の内容 20 23.8%

21 (2) 保育従事者の保育姿勢等 8 9.5%

22 (3) 保護者との連絡等 2 2.4%

23 (1) 衛生管理の状況 11 13.1%

24 (2) 食事内容等の状況 6 7.1%

25 (1) 児童の健康状態の観察 2 2.4%

26 (2) 児童の発育チェック 7 8.3%

27 (3) 児童の健康診断 31 36.9%

28 (4) 職員の健康診断 12 14.3%

29 (5) 医薬品等の整備 14 16.7%

30 (6) 感染症への対応 5 6.0%

31 (7) 乳幼児突然死症候群に対する注意 14 16.7%

32 (8) 安全確保 19 22.6%

33 (1) サービス内容の掲示 14 16.7%

34 (2) 書面等交付 10 11.9%

35 (2) 契約内容等の説明 3 3.6%

36 第9 12 14.3%

質問６(2)回答数

第8 利用者への情報提供

p.39～40

p.40

p.41

備える帳簿等 p.41

p.37

p.37

p.37～38

第7 健康管理・安全確保

p.36

p.36

p.36

p.36～37

p.38～39

第6 給食
p.35

p.35

第5 保育内容

p.31～33

p.33～34

p.34～35

第4 保育室を２階以上に設ける場合の条件

p.27～28

p.28～30

p.30～31

第3
非常災害に対す

る措置

1

法第６条の３第11項に規

定する業務を目的とする

施設以外の施設

p.26

p.26

法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設 p.27

第2

保育室等の構

造、設備及び面

積

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.25

p.25

3 共通事項
p.26

p.26

p.25

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

p.25

p.25

p.23

p.24

保育士の名称について p.24～25

第1
保育に従事する

者の数及び資格

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.22～23

p.23

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

国家戦略特別区域限定保育士 p.25

章 節 項 該当ページ番号

n=84
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(3) 質問６(2)でご回答された各項目について、解釈に迷ったケースの内容や迷った観点に

ついて具体的にご記入ください。（自由記述） 

→省略 

 

質問７認可外保育施設の指導監督実施上の課題についてお伺いします。 

(1) 認可外保育施設の指導監督実施上の課題としてあてはまる項目をすべてお答えくださ

い。 

N=127 

  実数 割合 

1. 立入調査を実施する人員が不足している 54 41.2% 

2. 施設数が多く、立入調査を実施できる施設が限られてしまう 29 22.1% 

3. 施設側の都合や意向で、 立入調査を実施できない施設がある 15 11.5% 

4, 指導監督基準等に適合するか否かの判断が明確でなく、 

判断に迷うことがある 

54 41.2% 

5. 不適合項目のある施設に対して適切な指導を実施することが 

困難である 

39 29.8% 

6. その他 26 19.8% 

7. 特に課題はない 26 19.8% 

 
  

41.2%

22.1%

11.5%

41.2%

29.8%

19.8%

19.8%

0% 20% 40% 60%

1. 立入調査を実施する人員が不足している

2. 施設数が多く、立入調査を実施できる施設が限られてしまう

3. 施設側の都合や意向で、立入調査を実施できない施設がある

4, 指導監督基準等に適合するか否かの判断が明確でなく、判断に迷うことが

ある

5. 不適合項目のある施設に対して適切な指導を実施することが困難である

6. その他

7. 特に課題はない

指導監督実施上の課題

n=127
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(2) 質問 7(1)で「7.特に課題はない」以外を選択した方にお伺いします。指導監督実施上

の課題を具体的にご記入ください。 

→省略 

 

質問８令和 3 年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の

質の向上等に関する調査研究」にて作成された「好取組事例集」についてお伺いします。 

(1) 好取組事例集について、ご存知でしたか。当てはまるものを一つお答えください。 

 

  実数 割合 

1. 本アンケートで初めて知った 46 35.7% 

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった 12 9.3% 

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない 30 23.3% 

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある 41 31.8% 

合計 129 100% 

 

 

 

(2) 事例集に取り上げてほしい事例や項目があれば具体的にご記入ください。（自由記述） 

→省略 

 

質問９令和 3 年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の

質の向上等に関する調査研究」にて作成された「認可外保育施設への指導監督に対する Q&A 集」

についてお伺いします。 

(1) 「認可外保育施設への指導監督に対する Q&A集」について、ご存知でしたか。当てはま

るものを一つお答えください。 

  

35.7% 9.3% 23.3% 31.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=129

好取組事例集の認知度

1. 本アンケートで初めて知った

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある
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  実数 割合 

1. 本アンケートで初めて知った 32 24.8% 

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった 6 4.7% 

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない 9 7.0% 

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある 82 63.6% 

合計 129 100% 

 

 

 

(2) Q&A集に取り上げてほしい事例や項目があれば具体的にご記入ください。（自由記述） 

→省略 

 

 

 

24.8% 4.7%7.0% 63.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=129

Q＆A集の認知度

1. 本アンケートで初めて知った

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある
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参考資料② 

自治体向けアンケート調査票 
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※シート 2・3は省略 

 

 

  

質問５ 「認可外保育施設の指導監督の指針」の運用についてお伺いします。お手元に「認可外保育施設の指導監督の指針」をご準備の上、ご回答ください。

(1) 認可外保育施設に対する立入調査や指導等を実施する際に、「認可外保育施設の指導監督の指針」の記載の解釈に迷ったことはありますか。

質問５(1)選択肢

1. ある

2. ない

(2) 質問５(1)で「1. ある」を選択した方にお伺いします。

認可外保育施設に対する立入調査や指導を実施する際に、「認可外保育施設の指導監督の指針」内の項目の中で、解釈に迷うことがあった項目として当てはまるものすべてについて、質問５(２)回答欄に「〇」をご記入ください。（複数回答）

(3) 質問５(2)でご回答された各項目について、解釈に迷ったケースの内容や迷った観点について具体的にご記入ください。（自由記述）

※「認可外保育施設の指導監督の指針」の中で解釈に迷った箇所を具体的にお示しください。

質問５(2)回答欄

# 解釈に迷う項目

1 1

2 2

3 3

4 (1) 認可外保育施設の把握

5 (2)
認可外保育施設の設置予定者等に対する

事前指導

6 (3)
届出懈怠施設及び虚偽の届出をした認可

外保育施設への措置

7 (4) 市区町村に対する届出事項の通知

8 1

9 (1) 運営状況報告の対象

10 (2) 運営状況報告がない場合の取扱い

11 (3) 特別の報告徴収の対象

12 (1) 立入調査の対象

13 (2) 立入調査の手順

14 1

15 (1) 改善指導の対象

16 (2) 改善指導の手順

17 (1) 改善勧告の対象

18 (2) 改善勧告の手順

19 (3) 利用者に対する周知及び公表

20 (1) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の対象

21 (2) 事業停止命令又は施設閉鎖命令の手順

22 (3) 自治体間の情報提供及び公表

23 (1) 緊急時の手順

24 (2) 緊急時の改善勧告

25 (3) 緊急時の事業停止命令又は施設閉鎖命令

26 1

27 2

28 1

29 2

質問５(1)回答欄

質問５(3)回答欄

p.20

p.21

p.21

章 節 項 該当ページ番号 具体的内容

令和５年度子ども・子育て支援推進調査研究事業　認可外保育施設に対する指導監督の実施における標準化に向けた調査研究　アンケート調査
シート4　認可外保育施設の指導監督に関する好取組事例集・Q&A集の改訂に向けたアンケート

　質問５　「認可外保育施設の指導監督の指針」運用について

　質問６　「認可外保育施設指導監督基準」運用について

　質問７　  認可外保育施設の指導監督実施上の課題

　質問８　  令和3年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の質の向上等に関する調査研究」にて作成された「好取組事例集」について

　質問９　  令和3年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の質の向上等に関する調査研究」にて作成された「認可外保育施設への指導監督に対するQ&A

集」

　　　　　  について

この指針の目的及び趣旨 p.2

第1 総則

以降の設問では、認可外保育施設の指導監督に関する好取組事例集・Q&A集の改訂に向けて、指針等について解釈に迷う点や、事例集・Q&A集で取り上げてほしい点についてお伺いします。
「認可外保育施設の指導監督の指針」・「認可外保育施設指導監督基準」及び令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究「認可外保育施設に対する指導監督の質の向上等に関する調査研究」にて作成され
た、好取組事例集・Q&A集をお手元にご準備の上、以下の設問にお答えください。
　上記の好取組事例集・Q&A集が手元にない場合は、以下URLよりご確認いただけます。
①12月25日（月）～12月29日（金）15：25
　　https://filetransfer.digital.go.jp/v2/access?key=8xsyPgMXQ9TodWIg_UqaZg
②　１月８日（月）以降
    https://www.nri.com/jp/service/mcs/unlicensed_childcare_facility/childcare
　※12月29日（金）15：25以降～１月７日（日）までは閲覧不可であるため注意のこと。

この指針の対象となる施設 p.2～3

指導監督の事項及び方法 p.3

p.3～4

p.4～6

p.6～7

p.7

認可外保育施設の把握4

第2 通常の指導監督

通則 p.7

2

3

p.16

p.12～14

報告徴収

p.7～10

p.10

p.10

立入調査

p.10～12

第4 事業停止命令又は施設閉鎖の対象

p.16～17

p.17～18

p.18～19

第3

問題を有すると

認められる場合

の指導監督

通則 p.14～15

2 改善指導

p.15

p.15

3 改善勧告

p.15～16

p.16

記録の整備

厚生労働省への報告

雑則第7

第6 情報提供

市区町村等に対する情報提供

一般への情報提供 p.20～21

第5 緊急時の対応

p.19

p.19～20

p.20
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質問６ 「認可外保育施設指導監督基準」の運用についてお伺いします。

(1) 認可外保育施設に対する立入調査や指導等を実施する際に、「認可外保育施設指導監督基準」の記載の解釈に迷ったことはありますか。

質問６(1)選択肢

1. ある

2. ない

(2) 認可外保育施設に対する立入調査や指導を実施する際に、「認可外保育施設指導監督基準」内の項目の中で、判断に迷うことがあった項目として当てはまるものすべてについて、、質問６(２)回答欄に「〇」をご記入ください。（複数回答）

(3) 質問６(2)でご回答された各項目について、解釈に迷ったケースの内容や迷った観点について具体的にご記入ください。（自由記述）

※「認可外保育施設指導監督基準」の中で解釈に迷った箇所を具体的にお示しください。

質問６(2)回答欄

# 解釈に迷う項目

1 (1) 保育に従事する者の数

2 (2) 有資格者の人数

3 (1) 保育することができる乳幼児の数

4 (2) 保育に従事する者

5 3

6 4

7 (1) 保育室等の設置

8 (2) 保育室の面積

9 (3) 乳児の保育場所の区画

10 (1) 保育室等の設置

11 (2)
法第６条の３第11項に規定する業務を目

的とする施設

12 (1) 保育室の安全確保

13 (2) 手洗設備

14 (1)
消火用具、非常口その他非常災害に必要

な設備

15 (2)
非常災害に対する具体的計画、定期的訓

練の実施

16 2

17 (1) 保育室を2階に設ける建物

18 (2) 保育室を3階に設ける建物

19 (3) 保育室を4階以上に設ける建物

20 (1) 保育の内容

21 (2) 保育従事者の保育姿勢等

22 (3) 保護者との連絡等

23 (1) 衛生管理の状況

24 (2) 食事内容等の状況

25 (1) 児童の健康状態の観察

26 (2) 児童の発育チェック

27 (3) 児童の健康診断

28 (4) 職員の健康診断

29 (5) 医薬品等の整備

30 (6) 感染症への対応

31 (7) 乳幼児突然死症候群に対する注意

32 (8) 安全確保

33 (1) サービス内容の掲示

34 (2) 書面等交付

35 (2) 契約内容等の説明

36 第9

質問６(1)回答欄

質問６(3)回答欄

p.23

p.24

p.23

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

章 節 項 該当ページ番号 具体的内容

第3
非常災害に対す

る措置

1

法第６条の３第11項に規

定する業務を目的とする

施設以外の施設

p.26

国家戦略特別区域限定保育士 p.25

p.25

p.25

p.26

法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設 p.27

１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設
1

p.25

第1
保育に従事する

者の数及び資格

1
１日に保育する乳幼児の

数が６人以上の施設

p.34～35

2
１日に保育する乳幼児の

数が５人以下の施設

共通事項3

p.28～30

p.30～31

保育室を２階以上に設ける場合の条件

備える帳簿等 p.41

p.37

p.37

p.37～38

健康管理・安全確保

p.36

p.36

p.36

p.36～37

p.38～39

p.25

p.25

保育室等の構

造、設備及び面

積

第2

p.26

p.26

保育士の名称について p.24～25

p.22～23 -

第4

p.41

p.40第8 利用者への情報提供

p.39～40

第7

p.27～28

第6 給食

p.35

p.35

第5 保育内容

p.31～33

p.33～34
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質問７ 認可外保育施設の指導監督実施上の課題についてお伺いします。

(1) 認可外保育施設の指導監督実施上の課題としてあてはまる項目をすべてお答えください。

(2) 質問７(1)で「7. 特に課題はない」以外を選択した方にお伺いします。

指導監督実施上の課題を具体的にご記入ください。

質問８ 令和3年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の質の向上等に関する調査研究」にて作成された「好取組事例集」についてお伺いします。

(1) 好取組事例集について、ご存知でしたか。当てはまるものを一つお答えください。

質問８(1)選択肢

1. 本アンケートで初めて知った

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、事例を参考にしたことはない

4. 本アンケートの以前より読んでおり、事例を参考にしたことがある

(2) 事例集に取り上げてほしい事例や項目があれば具体的にご記入ください。（自由記述）

質問９ 令和3年度 子ども・子育て支援推進調査研究事業「認可外保育施設に対する指導監督の質の向上等に関する調査研究」にて作成された「認可外保育施設への指導監督に対するQ&A集」についてお伺いします。

(1) 「認可外保育施設への指導監督に対するQ&A集」について、ご存知でしたか。当てはまるものを一つお答えください。

質問９(1)選択肢

1. 本アンケートで初めて知った

2. 以前から存在は知っていたが、読んだことはなかった

3. 本アンケートの以前より読んでいたが、回答を参考にしたことはない

4. 本アンケートの以前より読んでおり、回答を参考にしたことがある

(2) Q&A集に取り上げてほしい項目があれば具体的にご記入ください。（自由記述）

7. 特に課題はない

1. 立入調査を実施する人員が不足している

2. 施設数が多く、立入調査を実施できる施設が限られてしまう

3. 施設側の都合や意向で、 立入調査を実施できない施設がある

4, 指導監督基準等に適合するか否かの判断が明確でなく、判断に迷うことがある

5. 不適合項目のある施設に対して適切な指導を実施することが困難である

6. その他

質問８(1)回答欄

質問８(2)回答欄

質問９(1)回答欄

質問９(2)回答欄

質問７(2)回答欄

質問７(1)回答欄

令和３年度子ども・子育て支援推進調査研究事業

認可外保育施設に対する指導監督の質の向上等に

関する調査研究

業務が多忙… 巡回支援指導員

の活用も考えられる？

立入調査、効率的に回りたい、

でも質は落とせない！

こんな悩みに役立ちます

改善勧告のタイミングに悩む…

認 可 外 保 育 施 設 指 導 監 督

自 治 体 限 定 公 開 版

認可外保育施設への立入調査について

①都道府県内・市町村内での業務量の平準化
～県と市町村/市と区の連携（権限移譲）による体制確保～

児童福祉法上の認可外保育施設の指導監督権限を有している都道府県や市の主な担当部署だ

けでは、認可外保育施設への指導・監督の十分な体制を確保できない場合がある。同じ都道府
県内の他の部署と連携をしたり、都道府県内の市町村や市内の区に権限移譲したりすることに
よって、体制を確保している事例がある。

市町村への権限移譲

茨城県では基本的には1名の一般職員と3名の巡回支援指導員（会計年度任用
職員等の非常勤職員）が認可外保育施設に関する業務を実施しているが、県職
員だけで全施設への立入調査を実施するのにはリソースの限界があるため、積
極的に市町村に権限移譲をし、県内で立入調査の業務を平準化することで、毎
年全施設への立入調査ができるようにしている。

その際、立入調査の権限を移譲して完全に市町村に任せっきりにするのでは
なく、毎年各市町村から、県職員に立入調査に同行してもらいたい施設を2施
設程度選定してもらい、県の巡回支援指導員がそれらの立入調査に同行し、市
町村に対して立入調査の助言を行っている。これにより、市町村に権限移譲を
しつつも、県内で統一した基準による指導・監査が可能になっている。さらに、
立入調査のスケジュールの組み方や立入調査当日の職員の業務分担、チェック
リストの紹介など、他市町村が実施している工夫・好事例を共有することがで
きている。

茨
城
県

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

ポイント
➢ 単に業務を任せたり、権限移譲したりするだけでなく、やり方を丁寧に説明したり、

保育の専門知識がある職員が立入調査に同行し、指導監督の質について
しっかりサポート

区役所との連携

横浜市内の18か所の区役所と連携することによって、市内で立入調査の業務
負担を平準化し、市内全施設の立入調査ができるように努めている。立入調査
は基本的に3名体制で実施している。保育に関する調査事項は公立保育所園長
OBであり、現場知識や経験を有する市の職員が担当し、その他項目は区の事務
職員2名が担当する分担とすることで、保育に関する調査事項であっても知識
や経験を有する人から適切な指導ができるようにしている。

横
浜
市

県の子育て支援課と健康福祉センター監査指導課とが連携

保育所等の通常の指導及び監査については健康福祉センター監査指導課が行
うこととなっており、基本的には県内5か所にある健康福祉センター監査指導
課が保育施設とやりとりをし、立入調査を実施している。

文書指導などを繰り返し、改善が見られない場合は子育て支援課に報告があ
り、子育て支援課が過去の指導状況や苦情・事故の有無などを確認し、特別立
入調査を実施するか判断をしている。

千
葉
県

4

認可外保育施設への

指導監督に対する

Q&A集

このQ＆Aの位置づけ

○ 認可外保育施設の指導監督に当たっては、従来、国からの技術的助言である「認可外保
育施設に対する指導監督の実施について」（平成13年３月29日付け雇児発177号通知）の
別紙「認可外保育施設指導監督の指針」（以下、「指導監督指針」という。）及びその別
添「認可外保育施設指導監督基準」（以下、「国の指導監督基準」という。）を踏まえ、
各都道府県等における指導監督基準等に沿って実施いただいているところです。

○ また、各都道府県等においては、「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の
交付について」（平成17年１月21日付け雇児発0121002号通知）（以下、「証明書通
知」という。）に基づく証明書交付に当たって、国の指導監督基準の解釈・適合判断を
行っていただいているところです。

○ 本Q＆Aは、以上の事務を実施いただくに際し、国の指導監督基準や指導監督指針に関
するこども家庭庁の見解をお示しするものです。証明書通知の運用については、当該証明
書が、認可外保育施設の利用料に係る消費税の非課税の対象施設か否かの判断根拠とも今
後なり得るものであることから、従来、全都道府県等を通じて統一的な取扱いが求められ
ることについて特に留意願いたい旨をお伝えしているところですが、その上で、本Q＆A
は、地方自治法第245条の４第１項に規定する技術的な助言に当たるものとしてお示しす
るものですので、御了知ください。

認可外保育施設指導監督の指針
Ⅰ

第１. 総則 2. この指針の対象となる施設に関して

6

幼稚園に併設している認可外保育施設については、届出の対象となり
ますか。Q2

幼稚園に併設している認可外保育施設について、幼稚園における子育
て支援活動等とは区別された形で乳幼児が保育されている場合には、
認可外保育施設としての届出の対象となり、指導監督を行う必要があ
るため、指導監督基準に基づき指導してください。（「児童福祉法施
行規則及び厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が
行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令の一部
を改正する省令の公布について」（R１.９.27付け子発0927第６号通
知）を参照ください。）

A2

（留意事項８）届出対象施設
（前略）
また、以下の施設（ただし、子ども・子育て支援法第 59 条の２に規定する仕事・
子育て両立支援事業に係るものを除く。）は届出の対象外とされているが、これら
の施設についても法第 59 条の指導監督の対象であることは言うまでもない（児童
福祉法施行規則（以下「施行規則」という。）第49 条の２）。
（中略）
③認定こども園法第３条第３項に規定する連携施設（幼稚園型認定こども園）を構
成する保育機能施設（注：幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置している
施設（上記施設を除く。）において、幼稚園における子育て支援活動等と独立して
実施されており、余裕教室や敷地内の別の建物など在園児と区分された専用のス
ペースで専従の職員による保育が実施されているものは届出の対象となる。

市町村が設置している公立認可外保育施設のうち、へき地保育所は届
出の対象となりますか。

Q1

へき地保育所は、児童福祉法施行規則第49条の２に規定する届出対象
外施設には列挙されていません。また、留意事項８において「公立の
認可外保育施設も届出対象」としているため、届出対象となります。
（「児童福祉法施行規則及び厚生労働省の所管する法令の規定に基づ
く民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に
関する省令の一部を改正する省令の公布について」（R１.９.27付け子
発0927第６号通知）を参照ください。）

A1
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